
事 務 連 絡
令和 ２年 ６月２６日

青森管内貨物自動車運送事業者 各位

東北運輸局青森運輸支局
輸送・監査部門 首席運輸企画専門官

事業報告書及び事業実績報告書の提出について

標記について、貨物自動車運送事業報告規則（平成２年１１月２９日付運輸省令第
３３号）に基づき、毎事業年度の経過後百日以内に事業報告書の提出及び毎年７月１
０日までに事業実績報告書の提出を求めているが、記載内容に不備が多く見られるた
め、別紙のとおり、不備が多く見られる箇所の記載方法を示すので、今後、上記報告
書を提出する際の参考にされたい。



令和 2 年 5 月 1 日

（提出先該当欄に○印を記入すること。）

平成 年

貨物利用運送事業

鉄軌道業
（特別積合せ・有）

　平成３１年　４月　１日　　から　　令和　２年　３月３１日まで

(事業種類の該当欄に○印を記入すること。）

○一般貨物
自動車道事業

（特別積合せ・無）

その他事業

殿

一般貨物自動車運送事業事業報告書

31 上・ 下・ 全期

事　　　　業　　　　種　　　　類

一般貨物

代表者名 ○○　○○

提
出
先

国土交通大臣 殿

○東北運輸局長

事業者番号

貨 物

住 所 青森県○○市○○○丁目○番○号

事業者名 株式会社　○○運輸

参　考　例

日付は青森運輸支局輸送・監査部
門に提出した日付を、トラック協会を
通じて提出する場合はトラック協会
に提出した日付を記入してください。

特別積合せ貨物運送の許認可を受けていない一般貨物自動車運送
事業者はここに○を記入し、あて先を主たる事務所（本社）の所在地
を管轄する地方運輸局長（青森県内の場合は東北運輸局長）にしてく
ださい。

特別積合せ貨物運送（運行系統が二以上の
地方運輸局長の管轄区域に設定され、かつ、
その起点から終点までの距離の合計（運行系
統が重複する部分を除く。）が百キロメートル
以上のものに限る。）を行う一般貨物自動車
運送事業はここに○を記入し、あて先を国土
交通大臣にしてください。

事業年度及び始期・終期
の日付を記入し、その事
業年度の全期分の報告
であれば全期を○で囲
んでください。

許認可を受けている
事業の欄に○を記入
してください。

事業者番号は記入不要です。



（第２条関係）（日本工業規格Ａ列４番）

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名(役職名及び氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号

経営規模

役員

備考　
　１　従業員数は、給与支払の対象となった月別支給人員（臨時雇用員にあっては、25人日を1人として　　
　　換算）の該当事業年度における合計人員を当該事業年度の月数で除した人数とすること。　　　
　２　会社法（平成17年法律第86号）第2条第12号に規定する指名委員会等設置会社にあっては、「監査

○○　○○

発行済株式総数 　　○○○　株

○○％○○　○○

事 業 者 番 号

常勤非常勤の別

　平成３１年　４月　１日　から　令和　２年　３月３１日まで　

常勤

役　職　名 氏　　　名

代表取締役

○○　○○取締役

事 業 概 況 報 告 書

資本金の額又
は出資の総額

○○○○　千円

主な株主（所有株式数の多い順に５名を記載すること）

常勤

非常勤

取締役 ○○　○○

○○人

会計参与

監査役 ○○　○○

一般貨物自動車運送事業

        構成比率（％）

100%

事　業　の　名　称

経営している事業

　　役」を「執行役」とすること。　

第１号様式

　　　　株　　　　　　　主　　　　　　　名 発行済株式総数に対する割合（％）

○○　○○ ○○％

○○　○○

従業員数（人）

○○○－○○○－○○○○

○○％

○○人

　　　　東北運輸局長　殿　　　　　 　　

 取 締 役
（理事）等

 監 査 役
（監事）等

常勤

青森県○○市○○○丁目○番○号
株式会社　○○運輸

代表取締役　○○　○○

合　　　　　計

営業収入（売上高）

100%

事業者番号は記入不
要です。

あて先が国土交通大臣であれば国土交通大臣
と記入し、東北運輸局長であれば東北運輸局
長と記入してください。なお、あて先の敬称が
「あて」になっている場合、二重線を引き、「殿」
に訂正してください。

終期時点の役員の一覧を作成します。
役員の変更があった時は、ここで報告するのではなく、別
途、貨物自動車運送事業法施行規則第４４条に基づく届
出書（役員変更届出書）を提出する必要がありますので、
注意してください。

事業の名称欄には法人名や屋号で
はなく、あくまでも事業の名称を記
入してください。

事業年度の始期・終期の日付
を記入してください。



（第２条関係）

営 業 外 損 益

経 常 損 益

営業外
費　用

金 融 費 用

そ の 他

合 計  

営業外
収　益

金 融 収 益

そ の 他

合 計  

管理費 計  

合 計  

営 業 損 益

一　般 人 件 費

そ の 他

フ ェ リ ー ボ ー ト 利 用 料

そ の 他

計  

施 設 賦 課 税

事 故 賠 償 費

道 路 使 用 料

保 険 料

施 設 使 用 料

自 動 車 リ ー ス 料

計  

減 価 償 却 費

事 業 用 自 動 車

そ の 他

計  

そ の 他

計  

修 繕 費

事 業 用 自 動 車

そ の 他

合 計  

営
　
　
　
　
業
　
　
　
　
費
　
　
　
　
用

運
　
　
送
　
　
費

人 件 費

燃 料 油 脂 費

ガ ソ リ ン 費

軽 油 費

営
業
収
益

運
送
収
入

貨 物 運 賃

そ の 他

計  

運 送 雑 収

住 所 青森県○○市○○○丁目○番○号

事 業 者 名 株式会社　○○運輸
（単位：千円）

第２号様式

事 業 者 番 号

一般貨物自動車運送事業損益明細表
　平成３１年　４月　１日　　から　　令和　２年　３月３１日まで

・（単位：千円）ということは、
一の位が千円から始まる
ので、一の位を一円から始
めないよう、注意してくださ
い。

・各科目の記入漏れが無
いよう、注意してください。
※特に計及び合計

・事業年度が前年４月１日
から３月３１日までであれ
ば、本様式にある営業収
益の合計と事業実績報告
書にある輸送実績の営業
収入が一致するので、注
意してください。

・本様式にある運送費の人
件費及び一般管理費の人
件費は第３号様式の運送
費の合計及び一般管理費
の合計と一致するので、注
意してください。

・損益計算書及び貸借対
照表に関しては様式が定
められていませんが、一般
貨物自動車運送事業のみ
関わる科目がある場合、
本様式の数字と一致する
はずなので、注意してくだ
さい。

事業年度の始期・終
期の日付を記入してく
ださい。

事業者番号は記入不
要です。



第３号様式（第２条関係）

事 業 者 番 号

住 所

事 業 者 名

（単位：千円）

運　転　者 そ　の　他 計

備考　１　（支給延人員）欄には、給料支払の対象となった月別人員の当該事業年度における合計人員（人月）を記載すること。　
　　　２　（雇用延人員）欄には、臨時雇賃金支払の対象となった日ごとの人員の当該事業年度における合計人員（人日）を記載すること。
　　　３　運送費に係るその他の項については、荷扱手・助手、事務員等の給料・手当等について記載すること。

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

臨 時 雇 賃 金

（雇用延人員）（人日）

そ の 他 の 人 件 費

合 計

役 員 報 酬

給 料 ・ 手 当

賞 与

(　　小　　　　計　　）

(支給延人員）（人月）

退 職 金

一般貨物自動車運送事業人件費明細表
平成３１年　４月　１日　　から　令和　２年　３月３１日まで

青森県○○市○○○丁目○番○号

株式会社　○○運輸

区　　　　　分
運　　　　　送　　　　　費

一　般　管　理　費 合　　　　　　計

各区分の記入漏れがないように注意してください。

※特に計、小計、合計、支給延人員及び雇用延人員

事業者番号は記入不
要です。

事業年度の始期・終期の日
付を記入してください。

運送費の合計を第２号様式にあ
る運送費の人件費に記入してくだ
さい。

一般管理費の合計を第２号様式に
ある一般管理費の人件費に記入し
てください。

備考１を参考にして記入し
てください。

備考２を参考にして記入
してください。

（単位：千円）ということは、一の位が千
円から始まるので、一の位を一円から
始めないよう、注意してください。

備考３を参考にして記
入してください。



千円

法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益（当 期 損 失）

税引前当期利益（税引前当期損失） 千円

法 人 税 等

そ の 他 特 別 損 益

合                 計  

補 助 金 に 係 る 損 益  

合　　　　　　　　　計  

特
 
別
 
損
 
益

固 定 資 産 売 却 損 益

前 期 損 益 修 正 損 益

 

計  

営

業

外

損

益

金 融 損 益

流 動 資 産 等 売 却 損 益

そ の 他 損 益

そ の 他 事 業  

計

　 事　業

そ
の
他
事
業

利 用 運 送 事 業

　 事　業　
経
　
　
常
　
　
損
　
　
益

営

業

損

益

一
般
貨
物
自
動

車
運
送
事
業

特 別 積 合 せ
千円 千円

そ の 他

財 務 諸 表
損 益 計 算 書

平成３１年　４月　１日　から　令和　２年　３月３１日まで

事 業 者 名 株式会社　○○運輸

科　　　　　　　目 収　　　益 費　　　　用 損　　　　益

参　考　例

・各科目の記入漏れがないように注意してください。

※特に計及び合計

・単位が千円になっているので、注意してください。

本項における収益、費用及び損
益の額が第２号様式の営業損益
の合計、営業費用の合計並びに
営業損益の数字と一致するの
で、注意してください。

一般貨物自動車運送事業のみ行
う事業者であれば、本項における
収益、費用及び損益の額が第２号
様式の営業外収益、営業外費用
並びに営業外損益の数字と一致
するので、注意してください。

事業年度の始期・終
期の日付を記入してく
ださい。



第4号様式（第2条関係）（日本工業規格A列4番）                                  

（機械部品の貸切輸送　　　　　　　　　　　　　　）

備考 1 . 区分の欄は、該当する事項を○で囲むこと。
2 . 従業員数は、兼営事業がある場合は、主として当該事業に従事している人数及び共通部門に従事している従業員のうち当該事業分
として適正な基準により配分した人数とし、運転者数を含むものとする。

3 . 事業内容については、主なもの三項目以内を○で囲むこと。
4 . 危険物等とは、自動車事故報告規則(昭和26年運輸省令第101号)別記様式の(注)の「積載危険物等」をいう。
5 . 輸送実績については、地方運輸局の管轄区域ごとに、当該地方運輸局の管轄区域内にあるすべての営業所に配置されている事業用
自動車の輸送実績（ただし、輸送トン数（利用運送）については、当該地方運輸局の管轄区域内にあるすべての営業所において行っ
た貨物自動車利用運送に係る貨物取扱量）について記載すること。

6 . 交通事故とは、道路交通法(昭和23年法律第105号)第72条第1項の交通事故をいう。

7 . 重大事故とは、自動車事故報告規則第2条の事故をいう。

○人

東北運輸局長

区分
一般

特定 事業者番号
特積 利用 霊柩

貨物自動車運送事業実績報告書

住　　所
青森県○○市○○○丁目○番○号

殿

事業用自動車 従業員数 運転者数○○　両

事業概況（　　　 令和2年3月31日現在）

○○　人

事業者名
株式会社　○○運輸

代表者名
○○　○○

電話番号
○○○－○○○－○○○○

○○　人

・ 基準緩和認定車両による長大物品等輸送 ・ 原木、製材輸送

・ 国際海上コンテナ輸送 ・ 引越輸送

事業内容（前年4月1日から3月31日まで）

・ ダンプによる土砂等輸送 ・ 冷凍、冷蔵輸送

輸送実績（前年4月1日から3月31日まで）

延実在車両数
（日車）

延実働車両数
（日車）

走行キロ
（ｷﾛﾒｰﾄﾙ）

実車キロ
（ｷﾛﾒｰﾄﾙ）

・ コンクリートミキサー車による生コンクリート輸送
・

その他

・ 危険物等輸送

輸送トン数
営業収入
（千円）

実運送
（トン）

利用運送
（トン）

北海道

東北 ○○○○ ○○○○ ○○○○○○ ○○○○○○ ○○○○ ０トン ○○○○○

関東

北陸信越

近畿

中部

四国

中国

事故件数（前年4月1日から3月31日まで）

交通事故件数 重大事故件数 死者数 負傷者数

全国計 ○○○○ ○○○○ ○○○○○○ ○○○○○○ ○○○○

○件 ○件 ○人

沖縄

０トン ○○○○○

九州

該当する区分を○で
囲んでください。

事業者番号は記入不
要です。

あて先が国土交通大臣で
あれば国土交通大臣と記
入し、東北運輸局長であ
れば東北運輸局長と記入
してください。なお、あて先
の敬称が「あて」になって
いる場合、二重線を引き、
「殿」に訂正してください。

日付の記入漏れに注
意してください。
※特に年の記入漏れ
が多いです。

備考５を参考に、営業所が所在する管轄
区域ごとに数値を分けて記入してくださ
い。
例えば、東北運輸局管轄内のみに営業所
がある場合、東北の列のみ実績を記入す
ることになり、東北運輸局管内及び関東運
輸局管内に営業所がある場合、東北と関
東の列にそれぞれの営業所の実績を分け
て記入することになります。

全国計も記入してくだ
さい。

事業用自動車の数が前年４
月１日から当年３月３１日まで
の一年間において在籍した
日数の年間累計を記載しな
ければいけないため、保有し
ている事業用自動車一両ごと
に異動が行われた日まで、あ
るいは行った日からの日数を
把握し、全車両分の合計を算
出する必要があります。

事業用自動車が稼働
したかどうかを一日単
位で判断するため、一
日のうち短時間のみ
稼働してその後は稼
働しなかった場合も一
日車と算定することに
なります。

該当する事故及び者
がいない場合でも０件
及び０人の記入が必
要です。

その他に記載する場合、
「食料品の集配」、「機械部
品の貸切輸送」等、輸送品
目及び輸送形態を簡潔に記
入してください。


